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大　野　文　子
は　じ　め　に
　周知のように，ドイツ流の実体資本維持思考の展開は，歴史的には第一次世界大戦後（1920年代）
のドイツにおけるインフレーションを契機として，企業維持の立場から名目資本維持説に向けられた
批判。いわゆる「架空利益排除論」を発端とする。
　ここに「架空利益排除論」とは，これをごく広義に解すれぽ，貨幣価値不変のコンヴェンシ。ンを
一前提とし，名目資本維持・歴史的取得原価主義を基調とする期間損益計算論のもとでは，価格変動
一さしあたりその原因は問わないものとする一がある場合，そこに計上される利益は，収益に対
応される費用の原価評価によって，費用計上不足による「架空利益」を含むこと，その結果，償却不
足，配当・課税などによる利益の社外流出をつうじて資本の喰つぶしを招来すること，そのため名目
資本維持・歴史的取得原価主義を基調とする企業利益より価格変動の影響を排除し，資本の喰つぶし
を回避し（＝資本の維持をはかり），合わせて企業財務の健全な維持をはからなけれぽならないとい
う主張である。一般にいわれるように，名目資本維持・歴史的取得原価主義は，貨幣価値不変のコン
ヴェンションのもとに，貨幣資本循環に依拠するところの名目的な貨幣資本の投下回収計算という損
益計算体系を構築することによって，いかなる原因によるものであれ価格変動が費用評価としての資
本維持問題に介入することを論理的にも計算構造的にもはばむ。それが価格変動の問題を配慮すると
しても，財務政策上の問題という形であるかまたは財務諸表の解釈の問題にゆだねるという形であっ
て，直接問題にすることはない。
　このような名目資本維持・歴史的取得原価主義思考を基調とする期間損益計算論にたいして，価格
変動差額の期間利益からの排除を主張するいわゆる「架空利益排除論」には，二つの流れがある。す
なわちその一つは，実質資本維持・修正原価主義思考を基調とする流れであり，他の一つは，実体資
本維持・再調達時価主義思考を基調とする流れである。ここで問題とするのは，実体資本維持・再調
達時価主義思考の流れをくむ「架空利益排除論」である。ところでこの問題をめぐる関連の諸文献の
うちでもごく古典的な文献として著名なF・シュミットやW・ゲルトマッハーの文献であれ，現代的
な代表作としてのK・ハックスの文献であれ，各論者の問題意識とそれに基ずく立論の仕方はもとよ
り，当の実体資本維持概念やそれを前提とする計算構造についても，その説くところは必ずしも一様
ではない。この場合とりわけ古典的な実体維持論と現代的なそれとの間にみられる相違は，それらの
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諸説を成立せしめる経済的・歴史的な基盤の相違一とくに独占資本主義の相対的な安定期と国家独
占資本主義が体制的に定着化した現代資本主義段階での経済構造，そこに存立する資本主義企業の行
動様式，そしてまたそこに成立する会計諸制度が具体的に果すべき機能・役割などの相違に，深くね
ざしている。これらはいわばドイツ流の実体資本維持・再調達時価主義思考形成の与件ともいうべき
ものであり，その思考体系の全体的な評価においては，それへの配慮を不可欠とするであろう。だ
が，ドイツ流の実体資本維持・再調達時価主義思考を価格変動問題にたいする会計的な対応の一つと
してみるとき，それらの相違にもかかわらず，いくつかの共通点を見出すことができるのも事実であ
る。
　そこでこの小稿では，およそドィッ流の実体資本維持・再調達時価主義思考といわれるものには，
価格変動問題への会計的対応の仕方としてどのような基本的・一般的な特徴がみられるか，最も古典
的な論者としてのF・シ＝ミット（Fritz　Schmidt）と現代の代表的な論者の一人であるK・ハック
ス（Karl　HaX）の所説を引きあいにだしながら，ドイツ流の実体資本維持・再調達時価主義思考の
基底を支える企業観それを前提とした資本維持概念，およびそこより導きだされる価格変動差額の
会計的処理方式という三点に絞って，これを明らかにしたいと思う。
1，　F，シュミットの実体資本維持思考
　F・シュミット，によれば，およそ企業の本質は企業の有機的な考察（1），すなわち企業を　「総合経
済の一分岐（Gebilde　des　Gesamtwirtschafts）」として把握することにより解明される（2）。かかるも
のとして企業は，一方では，それ自体総合経済の状態に制約されると共に，他方では，同時にまた総
合経済全体の本質的な一部分として総合経済の発展を左右する「自立的な有機体（ein　selbstandiger
Organismus）」である（3）。
　企業が総合経済と制約・被制約の関係において結びつけられるのは，市場を媒介とする。企業は市
場より価値物としての労働と資本をうけいれ，その合目的な結合＝極大収益点での生産により，より
大なる価値物を再び市場に還流する（4）。市場は企業という経営経済体の中心点であり，この経営経済
体の活動の指針となるものは，市場における需給の結果として成立する，平均的・非人格的な「市場
価値（Marktwert）」としての市場価格である。需給関係の背後にあり，この市場価格を条件づける
諸力と，この価格水準の変動要因を明らかにすること，それは，まさしく企業の本質的な理解とそれ
に基ずく企業利益概念の規定のための基本的な前提である（5）。
　F・シュミットによれば，企業の経済活動の指針としての市場価格は，需給関係に規定される。市
場における需要の基礎は個人の欲望であるが，所得を一定とすれぽ，諸欲望の選択基準は，財貨の貨
幣的効用評価と費用との比較考量であり，財貨の処分可能量が増大すれぽ貨幣的効用は減退する（6）。
これにたいして市場における供給を規定する要因は，生産費である。企業の存続条件は，収益よりこ
の生産費を回収することであり，企業の一そうの発展は，これに加えて「企業者利潤（Unternehmun－
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gsgewinn）」を獲得することを条件とする。この生産費の引きさげは，企業者利潤の増大に導くた
め，企業者は，その経営経済的な課題として生産費の可及的な引きさげを図らなけれぽならない（7）。
こうしてF・シュミットによれぽ，さしあたり一財の市場価格は，需要の側においては一定の所得と
財貨量のもとでの貨幣的効用の極大化，供給の側においては生産費の極小化による収益の極大化と
いう「最大限収益の法則（das　Gesetz　des　maximalen　Ertrags）」の作用により需要と供給が導か
れ，それを前提として成立するということになる（8）。
　このような需給分析を前提として，さらにF・シュミットは，今日の分業社会のもとでは人はなん
らかの生産に関与し，その生産的な労働の対価として所得を受領し，この所得により自己の物的欲望
を充足しなけれぽならないと説く。かれによれば，この消費に充当される所得は，他面，財貨の生産
のために投下された費用である。総合経済においてこの「生産と消費の平行（Gleichlauf　von
Produktion　und　Konsumption）」が保持され，これを前提として総費用＝総所得という「流通等式
（Verkehrsgleichung）」が成立するかぎり，経済は調和的に機能する（g）。そしてこのような条件の
もとでは市場価格は，全体としては，供給の側における費用総額と需要の側における所得総額によづ
て規定されることになる。総合経済における生産と消費のバランスを撹乱する主要な要因は，供給の
側における生産性の変動と需要の側における所得の変動である（10）。だがこれらの撹乱要因にたいし
ては価格法則が作用し，それによってバランスが保持される。企業は，市場を媒介として「総合経済
の一分岐」として存立するかぎり，このような価格水準の変動要因の影響を不可避的にうけるため，
このような価格水準の変動に適応しなけれぽならない。（これにより企業は，総合経済において，その
相対的な地位を維持することができる。）したがってまた，企業利益も「総合経済の一分岐」としての
企業利益として，その相対的地位を保証する利益でなけれぽならない。このような企業利益の算定を
目標とする企業会計制度も，価格水準の変動への適合を欠いてはならない。なぜなら，企業会計制度
がこのような適合を欠くならぽ，価格の上昇期には仮空利益の計上，その下落期には架空損失の計上
となり，その結果それらは，一方では，企業収益力の過大評価と経営拡大化傾向を，他方では，企業収
益力の過少表示と経営縮小化傾向を生み，企業の経営判断を誤まらせることになるからである（11）。
　F・シュミットは上述のような企業観を前提として，企業会計は何よりもまず市場における価格水
準の変動に適合すべきものとして，貨幣価値不変を前提とする名目資本会計のもとで貨幣価値の変動
により発生する架空利益と架空損失一この場合，かれのいう架空利益と架空損失は，後にみるよう
に，非貨幣的項目（かれの言葉によれば「実体財」）の取得原価と再調達価格の差額を意味する。貨幣
項目の保有者に発生する損益（ゲルトマッハー流の「貨幣価値変動から発生する損益（Die　Gewinne
und　Verlust　aus　Geldwertschwankungen）」＝「貨幣項目上の損益（die　Gwinne　und　Verlust　aus
Geldposten）」）（12）の問題は，もっぱら「貸借対照表価値均衡」という財務政策上の問題として処理
される一一を排除すべきことを説く。かれによれば，とりわけ価格の上昇期に名目資本会計のもとで
発生するこの価格変動差額は，企業の資本（財産）の維持のために所得または利潤として消費に充当
することのできない部分である（13）。このような価格変動差額の分配は個別経営的には企業の資本
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（財産）の消耗＝企業の物的生産力の喪夫であり，それをつうじて総合経済のそのときどきの生産力
に適合しない消費の拡大がおこり，その結果，総合経済全体としての生産と消費のバラレスがくずさ
れることになる。ここよりF・シュミ1ソトは，・市場の価格法則に合致する企業の資本（財産）の維持
・物的生産力の維持が可能となるような利潤概念の規定，その前提としての資本概念の規定，そして
またそれにもとつく計算体系を展開する6
　かれによれぽ，利潤は「企業財産の相対的維持をこえて獲得したもの」であり（i4）1その分酋己によ
っても企業の相対的生産力または販売力の維持が可能な部分である（15）。そしてまた，このような利
潤算定の基礎となる資本とは，何よりもまず「貨幣および貨幣債権を含むところの実体財貨の在高」
（16）である。企業が「総合経済の一肢分」として在立するかぎり，企業がかかるものどして維持すべ
き資本量・＝財貨量，したがってまた企業の生産力は，所得や生産性の変動に由来する市場の価格変動
に適合し，市場と企業との相対的な関係を保持したものでなければならない。そしてこのような資本
の維持は，「相対的価値維持（relative　Werterhaltung）」と呼ばれる（1の。
　F・シェミットによれば，需要の側における価格水準の変動要困としての所得の変動には，一般的
な変動と個別的な変動がある（18）。前者は，通貨の供給における膨張と縮少によるものである。この
ような通貨の膨張と縮少が生ずるのは，経済の循環過程より生ずる所得以外に，国家紙幣の増発によ
る人為的な購買力の流入か，もしくはこの所得の一部がその流通より回収・破棄されることによる。
そしてこのような所得の変動は，生産性を一定とすれば，価格水準の一般的な騰貴へ導く。後者は，
需要の側における欲望評価の変化をつうじて個別的な財貨にたいする需要が増減し，その結果として
個別的な財貨の価格の騰落が生ずることによる。このような個別的な変動は，総所得と生産性を一定
とすれぽ，社会的には平均化し，価格水準の騰落を伴うことはない。また，供給の側における価格水
準の変動要因としての生産性の変動には，一・一一・般的な生産性の変動と個別的な生産性の変動がある（1g）。
所得を一定とすれば，一般的な生産性の増大または減少は，価格水準の一般的な下落または上昇をも
たらす。これにたいして個別的な生産性の変動は，それが増大する場合には原則として限界企業の費
用には作用しないが，それが減少する場合には，その企業を限界企業たらしめ，その費用を市場価格
以上に増大せしめることもある。だがまた個別企業の個別的な生産性の増大は競争の作用により一般
化し，その結果として価格水準を漸次下落させる傾向をもつ。
　「相対的価値維持」が，このような市場における価格水準の変動要因にたいして，企業が自ら適合
していくことであるとすれぽ，価格水準の変動が需要の側における所得の変動に帰因する場合には，
企業財産は，実体的には絶対的に，名目的には相対的に，またそれが供給の側における生産性の変動
にもとつく場合には，企業財産は，実体的には相対的に，名目的には絶対的に維持されなければなら
ないことになる。そしてかれは，このような「相対的価値維持」と「生産と消費の均衡」を満たし，’
架空利益を排除し，費用補償を可能にする費用評価の基準として「取引日における取引日費用量の調
達価値（Beschaffungswert　der　Kostenmehgen　der　Umsatztages　am　Umsatztagn）」を採択す
る（20）。
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　さて，F・シュミットは以上のような「有機的企業観」とそれに基ずく「相対的価値維持」思考を
前提として，その計算体系においては損益計算と財産計算の分離・取引利潤（企業利潤）と財産増減
（景気変動利潤）との俊別という問題をその中核にすえる（21）。
　かれによれば「総合経済の一分肢」としての企業における企業者の役割は，取引活動と財務活動で
ある（22）。取引活動は，財貨の生産と販売により「消費者の需要充足という経済的機能」を果すこと
である。これは，企業家の「投資機能（Anlagefunktion）」とよぼれる。もちろん企業家は，「この
機能において利潤の獲得をのぞむ。」だがかれが利潤をうけとるのは，かれが財貨の価値を増大し，消
費者の欲望を充足することにたいする報酬としてであり，その総合経済的な機能によるのである（23）。
これにたいして財務活動は資本の調達と運用にかかわる経済活動であり，これは「資本の処理（Kapit－
aldisposition）」と呼ばれる。「資本処理」は企業家が「資本財を正しく選択し，その価値を維持すべ
き任務」であり，その資本財選択の基準となるものは利潤動機である（24）。
　F・シュミットによれぽ，企業家による取引活動の総合経済的な効果を計算表示するものは，取引
利潤計算である。これにたいして，その財務活動の成果の是非と一定期間の財務活動の結果たる財産
状態の変化を計算・表示するものは，財産計算である（25）。
　かれによれば，企業家の取引活動の指針は，すでにのべたように市場における需給の結果として成
立する市場価格である。市場価格は市場におけるその財の需給の程度を反映して騰落する。その点
で，企業家が行こなう取引活動，すなわち市場より資本と生産手段を購入し，それらの合目的な結合
により，より大なる価値物としてそれらを再び市場におくりだすという活動は，その私経済的目的の遂
行をつうじて総合経済的な役割を果していることになるのである。取引利潤計算においてこのような
取引活動の総合経済的な効果を示すものは，販売市場と仕入市場の価格差としての「取引利潤（Umr
satzgewinn）」である（26）。だが，二つの市場における価格を比較しうるのは，この二つの市場におけ
る価格水準が同一であることを条件とする。したがって費用財または商品の購i買と製品または商品の
販売との問に時間的な乖離があり，その間に費用財または商品の価格変動が起これぽ，この価格変動
部分は「取引利潤」と俊別しなけれぽならない。なぜなら企業者の取引活動の成果としての「取引利
潤」は，企業者が行こなう財貨の購大・販売における市場選択の是非，生産部門の選択の是非，生産
および販売における合理的な作業方法の選択，費用要素の節約などによる。「取引利潤」より俊別さ
れるべき商品の価格変動は，企業に「滞留している実物財（Realwert）」一「休止財産（das　ruhende
Vermδgen）」一にたいして発生する価値変化＝財産価値の変動である（27）。そしてこの価値変動分
（とくに上昇分）は，「実物財」としての商品または製品が販売された場合，その補填のために充当．
されなければならない部分であるという意味で分配不可能だからである。そこでまた，このような財
産の価値変動を取引利潤と俊別し，「相対的価値維持」を可能にするためには，販売価格に対応せし
められる費用財の調達価格は，「取引日における取引日費用量の再調達時価」でなければならない。
　以上のような取引利潤計算にたいし七，財産計算は，かれによれば・企業者の財務活動にかかわる
問題として，休止財産にたいする価格変動と取引利潤の区分という問題から・販売より再調達にいた
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る資本運用の状態を計数的に把握するどいう問題にいたるまで広い範囲にわたる（28）。だが，財産計
算の主要な課題は，企業財産は貨幣ではなくて財貨であるという認識を前提とすれぽ，第一義的には
企業財産の「再生産価値（Reproduktionswert）」の計算と，これを媒介として実現される企業の全体
としての「収益性（Rentability）」の確定に力点がおかれる（29）。（かれは，企業財産の構成は多様で
あり，1各種の企業財産の価値は一般物価水準と平行的には変動しないという理由ずけにより，一般
物価指数により修正された「仕入価格貸借対照表（Anschaffungswertbilanz）」と金貨貸借対照表を
しりぞける（30）。そこでまたF・シュミットは，企業財産＝経営価値物を「取引財（Umsatzwert）」
と「投資財（Anlagewert）」に大別し，さらにそれぞれについて「実物財（Realwert）」と「貨幣財
（Geldwert）」に区分し，「相対的価値維持」の立場より，価格変動がとりわけ「貨幣財」と「実物
財」に及ぼす影響を問う（31）。「貨幣財」一ここでは借方項目のみならず貸方項目としての他人資本も
含む一については，貨幣の購買力の変動があっても「貨幣財」はその名目額が不変のため，その所
有者には貨幣価値変動損益が発生することを指摘する。そしてかれは現金および貨幣債権額が貨幣債
務額と同一であるかぎり，貨幣価値変動による利益と損夫は相殺されるとし，したがって貨幣価値の
安定期には，他人資本で運営し，インフレの増進と共に名目的に増加する所得でこれを返済する企業
は貨幣価値下落の恩恵をうけると説く。そこよりかれは積極側のすぺての実物財は自己資本により，
貨幣および債権は債務によって調達することを説き，いわゆる「貸借対照表価値均衝の原理（das
Prinzip　der　Wertgleichheit　in　der　Bilanz）」をうちだすのである（鋤。
　こうしてF・シュミットによれぽ，貸借対照表は「再生産価値貸借対照表」であり，そこでの資産
の評価基準としては，成果計算における費用の評価基準と同様に，再調達時価が選ぽれ，二つのいず
れの計算においても取得原価と再調達時価との評価差額は資本金の内訳項目とされ，「価値修正勘定
（Wertberichtigungskonto）jに計上されることになる。（価格騰貴の場合には貸方記入，価格下落
の場合には借方記入。）
　（注）1．F．　Schmidt，　Die　orgamiche　Bilanz　im　Rahmen　der　Wirtschaft，1922，　S・165・
　　　　2．　F．Schmidt，　Dle　orgamiche　Tageswertbilanz，3，　anfL，1929，　S．5．
　　　　3．F．　Schmidt，　Die　orgamische　Bilanz　im　Rahmen　der　Wirtschaft，1922，　S38．
　　　　4．　F．Schmidt，　a。a．0．，　S．40．
　　　　5．　F．Schmidt，　a．a．0．，　S．50．
　　　　6．　F．Schmidt，　a．a．0．，　S．3～7．
　　　　7．　F．Schmidt，　a．a．0．，　S．7～9．
　　　　8．　F．Schmidt，　a．a．0．，　S．11．
　　　　9．　F．Schmidt，　a．a．0．，　S．15．
　　　　10．　F．Schmidt，　a．a．0。，　S．41，48．
　　　　11．　F．Schmidt，　Die　Industriekonjunktur－ein　Rechenfehler，1929．，　S．65　一・　66．
　　　　　　周知のようにF・シュミットは，自由競争を原理とする市場経済のパロメP…ターが市場価格であり，
　　　　　総合経済的な生産と消費，需要と供給のアソパランスも結局は価格機構をっうじて是正されるはずで
　　　　　あると説く。かれによれば，このバランスが崩されはげしい景気変動の波があるとすれぽ，それは，
　　　　　個別企業における損益計算の欠陥による。この欠陥とは，貨幣価値の不変を前提とする名目会計のも
　　　　　とで計算される損益には，架空損益とみなすべき価格変動分が含まれており，この損益を基準として
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実体資本維持思考の特徴
　企業家が企業運営についての意思決定をするならば，生産と消費のバランスが崩され経済恐慌が発
　生する，というのである。
12．Walter　Mahlberg，　Bilanztechnik　und　Bewertung　bei　schwankender　Wahrung，2．　auf1，1922，
　S．166，Tageswert　in　der　Bilanz，1922，　s．69．
13．　F．Schmidt，　Die　Industriekonjunktur－ein　Rechenfeh】er，1927，　S．61，
　　F．シュミットは，ここでつぎのようにのべている。「財貨の調達市場において価値騰貴がみられる
　場合，企業老がこの騰貴分を利潤とみなすなら，かれは，財産を所得に代置したことになる。」
ユ4．
15．
16．
F・Schmidt，　Die　organische　Tageswertbilanz，3．　aufL，　S．55．
F・Schmidt，　Die　organische　Bilanz　im　Rahmem　der　Wirtschaft，1922．　S．108．
F．Schmidt，　a．a．　O．，　S．45～50．
F・シュミットは，企業の財産＝資本の相対的な維持が可能となる利潤の概念規定のためには，資
本・財産概念の明確化が必要であるとし，それをここでいう「実体財産の在高（der　Bestand　an　realen
Gttter）」としての実体資本と「貨幣単価で表示された，貨幣を含むところの実体財貨の価値額（der
Wert　aller　realen　Gilter）」としての抽象的資本とに区分し，それぞれについて説明を与えている。????????ESchmidt　Die　organische　Tageswertbilanz，3．　anfl，1929，　Sユ39，144．
及び19．F・Schmidt，　Die　organische　Bilanz　im　Rahmen　wirtschaft，1922，　S．124．
F’Schm三dt，　Dle　organische　Tageswertbilanz，3．　auf1，ユ929，　S．150．
F．Schmidt，　s．s．0．，　S．58．
F．Schmidt，　Bilanzwert，　Bilanzgewinn　und　Bilanzumwertung，　S．20．
F．Schmidt，　a．a．O．，　S．9．　u．51．
F．Schmidt，　a．a．0．，　S．21．
F．Schmidt，　Geldentwertung，　S．11～12．
F．Schmid亡，　Die　organische　Tageswertbilanz，3．　auff．，1921，　S．51．
F．Schmidt　Wiederbeschaffungspreis，　S．31～32．
F．Schmidt，　Ge！dentwertng，　S．52．
F．Schmidt，　Die　organische　Tageswertbilanz，3．　aufi。，1929，　S．65．
ESchmidt，　a．a．0．，　S．106．
F．Schmidt，　a，a．0．，　S．92．
F．Schmidt，　aa．0．，　S．131．
2，　K，ハックスの実体資本維持思考
　K・ハックスによれば，今日の工業化時代の国民経済を特徴づけるものは不断の経済成長である。
この経済成長が国家の経済政策目標として措定される場合には，投資財工業部門への投資による生産
能力の発展とそれによる消費財生産部門の拡大をつうじて，それは国民の経済的な生活水準の向上と
福祉の拡大に導びく（1）。
　かれによれぽ，現代の経済体制には二つの型がある。その一つは諸資本間の自由競争の原理に立脚
する市場経済体制，他の一つは「中央経済的に管理された国民経済」＝「中央集権的管理体制」であ
る（2）。いずれの経済体制であっても，企業が「在来の生産能力を維持すること（die　Erhaltung　der
bisherign　Produktions－kapazitat）」＝「企業が消費された生産手段を補償すること（die　verbra－
uchten　Produktionsmittel　zu　ersetZen）」は，一般的な福祉および生活水準を改善するための最底
一61一
　　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
の要件である。そしてまた，経済が動態経済として「不断に拡張し不断に技術の進歩と要素の変化に
適合」してゆくためには，このような生産能力の維持を基礎とする生産能力の拡大が前提とされなけ
れぽならない（3）。
　K・ハックスによれば，自由競争を基本とする市場経済のもとでは，このような経済成長をになう
主体は企業である。企業はかかるものとして，二面的な性格を具備する。すなわち，企業は一方では
「出資者（Kapitalgeber）」が可及的に高額な資本利子を引きだすための資本集団として，他方では
「生産的給付（Produktionsleistung）」を生みだす国民経済的生産機構の一部分として存立する（4）。
　自由競争を基本とする市場経済のもとでは，資本集団としての企業は，不断の相互の競争により，
一方では利潤の獲得と「実体の富化」の機会に，他方では損夫の発生と「実体の消耗」の危険にみま
われる（5）。そしてまた企業家は企業の企画・運営について自由な意思決定をなし，この自由性にお
いて利潤を手にし，危険を負担する。したがってここでは個別企業の存立の永続性と確実性はなく，
個別企業に「その実存とその実体との維持を保証しようとする要求は，市場経済秩序と相いれない」
（6）。そこで生産能力の維持・費消された生産手段の維持という問題は，資本集団としての企業におい
ては，企業政策と企業政策上の目標を達成する一手段たる「企業の計算制度（Rechnungswesen　der
Unternehmung）」＝「企業計算（Unternehmungsrechnung）」上の問題として現われる。企業政
策の「本来的な目標（das　eigentliche　Ziel）」は，有効な販売および価格政策と結合している生産計
画の合目的な企画とその遂行による可及的に高い利潤の獲得にある。利潤は，費消された生産要素を
補償し，当初の生産能力を維持した後に残留する余剰である。そのため，企業政策の「最少限目標
（das　minimale　Ziel）」は「費消された生産要素を再び補償」し，「生産を旧来の範囲で続行するこ
と」となる。この点で企業計算の任務は，第一義的には，有効な企業政策が目標とする経営維持と利
潤獲得という目標が達せられたかどうかを明らかにし，これを前提として配当・課税などに充当可能
な処分可能利益を算定するということになる（7）。
　だが，このような市場経済秩序が支持され，企業が資本集団として利潤動機に導かれつつ存続しう
るのは，市場経済秩序により増大する消費者の欲望を不断に充足しうるということが前提となってい
るからである。資本集団としての企業がこのような前提をみたすことによって市場経済に適合しうる
かぎり，このような企業は，同時にまた国民経済的生産機構の一つとなる。そこでまた，経済成長の
国家の経済政策目標としての措定，成長による福祉の増大，経済成長をになう企業の生産能力の維
持，費消された生産手段の補償と実体維持一ハックスの言葉によれぽ貨幣・実体資本維持の包括概
念としての経営維持（Betriebserhaltuug）一という問題は，この点で総合経済上の問題として認識
されなければならない（8）。しかも今日の市場経済はかつてのように自動的に機能せず，また不断に
政治的・社会的・技術的変化にみまわれ，そのため新しい秩序の創造が求められている。このような
状況のもとで必要とされる経済政策的基準は，少くとも，諸企業が全体として旧来と同一の生産力の
維持を確保しうる条件をつくり出すことである。そしてこのことは企業維持問題をなお一そう総合経
済的問題たらしめるのである（g）。
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　K・ハックスは，このような企業観を前提として，一般にいう資本維持問題一かれの言葉によれば
経営維持問題一が個別企業の企業政策上の問題であると同時に総合経済的問題であると説く。そして
かれは，資本集団としての企業の性格規定からは投下貨幣資本維持（die　Erhalung　des　investier－
ten　Geldkapitals）」一かれはこれを「資本維持（Kapitalerhaltung）」とよぶ一が，また国民経済的
な一生産機構としての企業の性格規定からは「実体維持（Substanzerhaltung）」が要求されるとし，
両者を合わせて「経営維持（Betriebserhaltung）」とよぶ（10）。
　かれによれぽ，資本集団としての企業の性格規定によって貨幣資本維持の要求が導きだされるの
は，一方では他人資本の提供者たる債権者にとっては，当該企業にたいして自己の保有する債権名目
額の安全性の保持が，他方では自己資本の提供者たる株主にとっては，企業からの出資の引きあげま
たは企業の解散の場合に出資額の弁済が，主要な問題であることによる。これにたいして，国民経済
的な生産機構の一部としての企業の性格規定によって実体維持の要求が導きだされるのは，第一義的
には，企業がかかるものとして消費者の需要に応じて「数量的な生産給付（mengenmassige　Prpduk－
tionsleistung）」の不断の生産のために，物的設備，在庫品，貨幣資金として具体化する「現存生産
能力（vorhandenen　Kapazitat）」を少くとも同一規模で維持し，したがってまた生産的消費に充当
された費用財を収益により取替＝補償しなけれぽならないことによる（11）。
　さらにハックスによれば，貨幣資本維持と実体維持という二つの現象は相互に結合している。企業
の生産力は収益力の前提であるが，この生産力の維持は財貨の販売による十分な収益の実現を条件と
する（12）。そこでまた，一般にいう資本維持問題は貨幣資本維持と実体維持という二つの維持問題を
含まざるをえず，企業は貨幣資本維持の達成と同時に，実体維持の達成をも図らなければならないと
いうことになる（13）。
　K・ハックスがこのような貨幣資本維持と実体維持との同時的な達成一資本・実体結合計算一を主
張するとき，貨幣資本維持概念としては「名目資本維持（nominelle　Kapitalerhaltung）」を，実体
資本維持概念としては「給付的実体維持（leistungsmassige　Su1）stanzerhaltung）」を予定する。か
れによれば，「名目資本維持」は貨幣の購買力の変動を顧慮せず，通用の貨幣単位を尺度とする「貨
幣額で表示された元入資本の維持」であり，ここでは利益は最初に投下された貨幣資本額を上まわる
残余である。これにたいして「給付的実体維持」は長期的観点より販売市場の需要変化と技術革新を
前提として，元の生産財とは量的・質的に同一な生産能力を具備するが，その種類の点で異なる補充
財をもってこれに充当する立場である（14）。そしてかれが，貨幣資本維持としては貨幣価値の変動を
考慮する「実質資本維持（reale　Kapitalerhalerhaltung）」に代えて「名目資本維持」を主張する主
要な根拠は，つぎの二点に絞られる。（1）出資者が企業によせる最少限度の期待は，投下貨幣資本額
の回収または弁済の保証にあり，その点で貨幣資本維持は名目資本維持である。（2）「実質資本維
持」は同一の購買力の貨幣資本＝「購買力資本（Kaufkraftskapital）」の維持を目的とした貨幣資本
維持の特殊形態である。これにたいして実体維持の問題は，一般には貨幣価値下落に関連する問題と
して把握されるが，実体計算の本質は，一定の財貨量またはその生産能力の維持＝消費・販売された
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費用財の再調達にあり，そのための費用評価基準として再調達時価が選ばれる。この点で，それは実
質資本維持とは異なる。実質資本維持が実体計算として成立しうるのは，費用財の個別的な価格騰貴
が一般物価指数の上昇と一致する場合である。だが費用財の価格変動は貨幣価値の変動による価格変
動としてのみならず，個別的な価格変動としても現われる。そのための実体計算は，貨幣価値の変動
期のみならず安定期にも必要である（15）。そしてまたかれが，実体維持としては消費された生産財と
全く同一な物財の再調達を説く「再生産的実体維持（reproduktive　Substanzerhaltung）」に代えて
「給付的実体維持」を採択する根拠は，長期的観点からの技術的・経済的な諸変化への企業の対応と
いうことである。（しかもK・ハックスは，与件としての経済的諸状況のうちでも生産される製品の
種類・品質の変化にのぞんでは，実体維持計算の放棄・実体積立金の取崩・名目資本維持への移行を
説く（16）。）
　K・ハックスは以上のような企業観と経営維持概念にかなう企業計算の形態として「資本・実体結
合計算（kombinierte　Kapital－und　Substanzrechnung）」を主張する。
　K・ハックスによれば，貨幣資本維持に立脚する企業計算の形態は「貨幣資本計算（Geldkapital－
rechnung）」であり，実体維持を基礎とするそれは「実体計算（Substanzrechnung）」である。
　かれによれぽ，貨幣資本計算は（17），貨幣資本維持という要求を満たすために嫁得収益より投下貨
幣資本として過去に投入された「貨幣支出額（ausgegebenen　Geldbetrage）」を費用として回収・維
持し，そこに残留する貨幣余剰をもって利益として認識する。この利益は「資本利潤（Kapitalgewinn）」
とよぼれる。収益より回収・維持されるべき「貨幣支出額」は「生産財の取得価額（Anschaffungs－
preis　der　Produktion）」を表示する。したがって費用評価はこの実際に発生した取得価格を基礎と
する。貨幣資本計算は収益の獲得に「先立つ貨幣支出額（der　frUheren　Geldausgaben）」と，それ
により「後に発生した収益（den　Er16s　rttckwtirts）」との比較により利潤を計算する。この点でこ
の計算は「過去指向的（vergangenheitsgericht）」である。このような貨幣資本計算は「貨幣（Geld）」
一「商品（Weren）」一「貨幣余剰（Mehrgeld）」という公式で表現される。
　これにたいして実体計算は（18），「物量的に規定された経営実体の維持（die　Erhaltung　der　meng－
enmassig　bestimmten　Betriebssubstanz）という原理より出発する。「経営実体の維持」とは企業
に現存する生産能力の維持；原始生産力の再生産（Wiederherstellung　der　ursprtiglichen　Prod－
uktionskapazitat）を意味する。ここで維持されるべき生産能力とは一定期間に提供される給付量，
すなわち具体的な生産量であり，この生産力を維持すべき実体とは具体的な物財である。、したがって
実体計算は「同種・同質の物財についての数量計算（Mengenrechnung）」であり，したがって本来，
数量の把握だけが問題となる（1g）。実体計算は嫁得収益より消費された生産財の再調達に必要な金額．
を費用として回収・維持し，その残余をもって「実体利潤（SubstanZgewinn）」とみなす。そこで収
益より回収・維持されるべき費用評価は，「生産物の取引日に消費された生産財にたいして支払われ．
るべき価格」を基礎とする。この価格は「再調達価格（Wiederbeschaffungspreise）」である。実体
計算は「補償財の現在または将来に支払われるべき価格（der　Priese，　der　fUr　die　ErsatzgUter　in
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Gegenwart　od．　in　der　Zukunft　zu　zahlen　ist）」を問題にするという意味で「将来指向的
（zukUnftgerlchtet）」である。このような実体計算は「商品（Waren）」一「貨幣（Geld）」一「商品
（Waren）」という公式で表現される。そして企業計算が将来指向的な実体計算となるのは，「投資
の長期性（Langfristigkeit　der　Investionen）」にもとずく「継続的な組織体としての現代企業の性
格」による。
　かれによれば，いかなる価格変動，需要の変化，技術の変化もないような静態的な経済のもとで
は，貨幣資本計算と実体計算とは一致する。したがってここでは貨幣資本維持により実体維持を達成
することができる。だが動態的な経済のもとでは，貨幣資本計算と実体計算は乖離し，それにより経
営維持の達成は不可能となる（20）。動態的な経済のもとで企業計算が経営維持という目標を達成する
ためには，二つの計算形態を結合することである。すなわち，費用財の価格の上昇期には実体計算を
とれぽ，それにより貨幣資本維持が併せて達成され，その下落期には貨幣資本計算をとることにより
実体維持が可能となる。このような計算形態は「資本・実体結合計算」または「結合計算（kombi－
nierte　Rechnung）」と呼ぽれる（21）。
　K・ハックスはこのような「資本・実体結合計算」のために，「実体維持積立金（Substanzerhalt－
ungsrUcklage）」を設定する。かれの説く「実体維持積立金」は費用財の取得原価と費用財の価格上
昇期における再調達価格との差額であり，貸借対照表貸方項目としてのみ計上される。そして「実体
維持積立金」の性格は，「実現主義の拡張（Erweiterung　des　Realisationsprinzip）」という論理（22）
一もとよりこの論理は「資本・実体結合計算」の非一貫性という批判に対する正当化論として説かれ
ているが一を媒介として，一般にいわれるように，資本修正項目ではなくて利益性一未実現利益一を
もつものとされる。この「実体維持積立金」は費用財の価格の下落のほか，企業規模の縮少や企業の
解散など，経営実体の維持が不要になった場合に取崩され（「実体維持積立金」への借方記入），利益
として実現する。そしてこの場合，実体計算は貨幣資本計算に移行する（23）。
　さらにハックスはこのような「資本・実体結合計算」の実行可能性を論じ，その最大の難点とし
て，実体計算が「数量計算」たることから，再調達されるべき財貨の品質・種類に変化が生じた場
合，それは「数量計算としての実体計算の基盤の喪夫」であり（24），このような場合には実体維持の
確認も，その保証も，与えられないことをあげる。そしてかれは，実体計算が貨幣資本計算にくらべ
て本質的に不完全であること，また貨幣資本計算こそが企業の基本計算として成立しうること，した
がって実体計算は補助計算として，実行可能な範囲において実体維持の要求をみたしうるよう，貨幣
資本計算を作りあげるべきことを説く（as）。そしてここよりかれは，貨幣資本計算の部分的修正とし
て，代替的な各種の費用評価法をとりあげる。
　（注）　1．K．Hax，　Substanz　der　Betriebe，1957，　S．1～3．
　　　　2．　K．Hax，　a．a．0．，　S．4～6．　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　　　3．KHax，　aa．O．，　S．6．
　　　　4．　K．Hax，　a，a．0．，　S．13。
　　　　5．　KHax，　a．a．O．，　S．5．
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K．Hax，　a．a．0．，　S．5．
K．Hax，　a．a．0．，　S9～10，
1（．Hax，　a．a．O．，　S．5．
KHax，　a．a．0．，　S3．
K．Hax，　a．a．O．，　S．14．
KHax，　a，a．0．，　S．17．
KHax，　a．a．O．，　S．19．
K．Hax，　a．a．0．，　S．13～15．
K．Hax，　a．a．O．，　S．13～19．
1（．Hax，　a．a．O．，　S．269～277．
K．Hax，　a．a．O．，　S．223．
K．Hax，　a．a．O．，　S．20””22．
KHax，　a．a．0．，　S．20～22．
K．Hax，　a．a．0。，　S．81．
K．Hax，　a．a．0，，　S．19．
K．Hax，　a．a．0，．　S．32．
K．Hax，　a．a．0．，　S．66．
K．Hax，　a．a。0．，　S．65．
K．Hax，　a．a．O．，　S．175．
K．Hax－，a．a．0．，　S．51．
3．　実体資本維持思考の特徴一むすびにかえて一
　以上，ドィッ流の実体資本維持・再調達時価主義思考を価格変動問題にたいする会計的な対応の一
つとして把え，F・シュミットとK・ハックスの所説をとりあげ，その企業観，資本維持概念，価格
変動差額の会計的な処理という三つの問題に焦点をしぼりつつ，その対応の仕方を明らかにした。
　われわれは，以上みてきたことからこの三つの問題にかんして，つぎのような特徴をよみとること
ができるであろう。
　1．企業観の問題
　F・シュミットの説く「総合経済の一一一・分岐」としての企業であれ，ハックスの説く企業の二面性の
主張であれ，かれらはいずれも資本主義の営利体としての機能をふまえながらも，同時にまた国民経
済的生産機構としての性格規定を与え，消費者＝国民の欲望の充足に必要な財貨・用役の生産体であ
り，国民の経済生活に寄与するものとして，その国民経済的な役割を強調する。そしてかれらは，こ
の役割を強調することにより，営利体としての企業の経済活動の正当性を是認する。したがってま
た，そこより企業は，国民経済の生産力の源泉としてその役割を果すために，不断に存続・発展すべ
きものとされ，その生産力の維持（発展）が説かれる。そしてそれが，実体資本維持という理念に基
ずく損益計算体系を正当化する有力な根拠となる。
　資本主義企業の国民経済的な役割の強調という問題は，ドイツ流のいわゆる企業有機体説の伝統的
な流れにそうものであるとしても，このような主張が，資本主義企業の利潤動機を巧くみな形で正当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一66一
　　　　　　　　　　　　　　　　　実体資本維持思考の特徴
化するということも事実である。F・シュミットが，「正常に発展している企業」の概念により市場
における価格変動への個別企業への適合問題を論ずるとき，またハックスが自由競争を基本とする市
場経済のもとで資本集団としての企業に永続的な存続の保証を与えるものとして，企業による消費者
の不断の欲望の充足とその増大を説くとき，われわれは，そこにこのことをはっきりと読みとること
ができるであろう。
　2．資本維持概念の問題
　かれらは，このような形での資本主義企業擁護論一それによる企業の生産力の維持（発展）という
主張を前提として，このような企業における資本家的な資本の投下・回収計算の焦点を，貨幣資本循
環ではなくて生産資本循環に向ける。もとよりこのことは，かれらが資本の循環運動についての正し
い認識に立脚し，資本の生産・再生産の過程に目をむけるという意味ではない。そこよりかれらは，
回収・維持すべき資本をもって企業の生産力を具現すべき資本であるとなし，それを生産過程にあっ
て物財という形で機能するもの（資産）に求め，これに「物的資本」・「実体資本」などという名称
を与える。ここよりかれらは，資本家的な資本の投下・回収計算においては消費した物的資本と同一一
（または同一の生産力）をもつ物的資本の回収・維持したがってまたその再調達の必要1生を強調する。
そしてかれらは，これを保証する計算体系は，少くとも成果計算・費用評価の領域においては，消費
された費用財の再調達を可能にするものでなけれぽならず，費用財の評価基準としてはその歴史的取
得原価ではなくて，いずれの時点であるにせよ，その再調達価格が採択されるべきであると説き，再
調達価格の費用評価基準としての妥当性を主張する。（すでにみたように，F・シュミットの場合に
は，再調達価格は，損益計算における費用評価の基準としてのみならず，財産計算における資産評価
基準としてもまた適用されている。）
　だが，かれらの主張にもかかわらず，資本の回収・維持の問題は，本来，個別資本の循環の週期的
な過程の問題である資本の回転という問題にかかわる事柄である。それは，価値移転を前提として資
本の現実的回転を価値的に統一する価値回転としての貨幣資本の回転の問題として認識される。そし
て，それが，たとえ資本家的な資本の回収・維持の問題となり価値移転と価値回収の結びつきが断た
れるとしても，資本の回収維持という問題が基本的には貨幣資本にかかわる問題であることには変わ
りはない。
　3．価格変動差額の処理の問題
　かれらが，すでにみたような企業観，それを前提とする企業の生産能力の維持という命題の樹立，
そこより導かれる物的資本維持概念を基礎とする損益計算体系（費用価時評価論）を主張するとき，
かれらは費用財の取得原価と再調達価格との差額（価格変動差額）を，その発生の原因の如何を問わ
ず，少くとも分配可能性の対象外におく。このような価格変動差額は，一般に通貨の価値の変動より
生ずる部分と資産それ自体の価格変動により生ずるものとが含まれており，前者は一般物価変動とし
て，後者は個別価格変動として現われる。貨幣価値の変動より生ずる価格変動差額には，費用計上不
足による名目的な利益架空利益が含まれるが，資産それ自体の価格変動は，架空利益ではない。しか
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も貨幣価値の変動期とりわけその下落期に，貨幣価値不変を前提とする名目資本会計が適用される場
合，F・シュミットのいう「実体財」については費用計上不足による架空利益が発生したとしても，
それが「貨幣財」にたいするインフレ損益（貨幣資産保有損夫と債務者利潤）との関係でカヴァーさ
れることも可能である。F・シュミットは，すでにみたように，インフレ損益発生の事実を認めなが
らも，会計計算上はこれを無視し，財務政策としての「貸借対照表価値均衝の原則」にこの問題をゆ
だねる。そしてかれは，すべての価格変動差額をもって架空利益または損失として規定し，取引利潤
との俊別を強調する。これにたいしてハックスは，価格の上昇期には実体計算を，その下落期には貨
幣資本計算への移行という，結合計算により価格の上昇期における価格変動差額にたいしはて未実現
利益として規定し，価格の下落期におけるその取崩しと利益への実現化を説く。F・シュミットの場
合，この架空損益として規定される価格変動差額は，資本金の内訳項目としての価値修正勘定へ計上
される。ハックスの場合，未実現利益として規定される価格変動差額は，「実体維持積立金」勘定に
貸方計上され，取崩しの時期まで処分の対象とはならない。こうしてかれらは，価格変動差額を架空
利益としてであれ，未実現利益としてであれ，少くとも分配可能な利益，あるいは経済性の指標とし
ての利益と厳しく俊別し，実体の維持＝費用財の再調達に充当されるべき部分となし，その社外流出
を阻止すべきことを説く。
　以上，実体資本維持・再調達時価主義思考について価格変動問題への対応の仕方という視角より，
企業観，資本維持概念，価格変動差額の処理という三つの点に絞り，その特徴を明らかにした。
　このようなドイツ流の実体資本維持・再調達時価主義思考は，すでに1920年代のインフレーション
ー古典的なインフレーシ。ンーのもとでの名目資本会計上発生する架空利益排除問題に始まるこ
とは，よく知られている。この小稿で引きあいにだしたF・シュミッFの所説は，この期の代表的な
ものである。このようなF・シュミット流の実体資本維持・再調達時価主義思考は，古典的インフレ
ーシ。ンにたいする現代インフレーシ。ンのもとで，さまざまな形で展開されている。すでにみたよ
うなK・ハックスの所説も，その流れに沿った一つの展開であろう。もとよりわれわれは古典的イン
フレーションと現代インフレーシ。ンがもつ性格の相違を忘れてはならない。そしてまた二つの所説
の相違もみすごしてはならないであろう。だがそれにもかかわらず，ドイッ流の実体資本維持・再調
達時価主義思考によるインフレーション問題への対応の仕方としては，共通の認識がみられるといっ
てよい。そしてわたくしの現在の関心事の一つは，この小稿で明らかにしたような特徴をもった実体
資本維持・再調達時価主義思考が，現代のインフレーシ。ンーその本質は，管理通貨制のもとで独
占価格維持のための国家による有効需要創造政策がとられ，それが必然的に流通必要金量を上まわる
不換銀行券の過剰投入を伴いつつ，価格標準の事実⊥の切りさげ，したがってまた商品価格の名目的
な引きあげという，追認的インフレーションとみなしてよいであろう一にたいする会計的な対応の
一つとして，独占的な巨大株式会社にとってどのような意味と効果をもつか，この小稿を手がかりに
稿を改めて考えることにある。
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　（産業経理，22巻15号，昭和37年5月），「陳腐化と相対的価値維持」（会計，81巻2号，昭和37年2月），
　「資本維持の理論構造」（国民経済雑誌，114巻2号，昭和41年8月），「資本維i持論の再吟味」（産業経理，
49巻5号，昭和39年9月）
不破貞春「企業会計の目的」　（会計理論の基礎，第五章，中央経済社，昭和36年）
森田哲弥「実体資本維持説の資本概念」（一橋大学研究年報，商学研究14），　「期間利益の分配可能性と尺
度性，一実体資本維持説の利益概念を中心にして一」　（一橋大学研究年報，商学研究4，昭和36年）
山桝忠恕「『資本維持考試論』，一会計理論の再検討のうち一」三田商学研究，8巻6号）
Das　Charakteristische　Merkmal　des　Substanzerhaltungsgedankens
一vom　Standpunkt　des　Entsprechens　im
　　　　　　Rechnungswesen　zur　Preisschwankungen一
Fumiko　Ono
　　In　der　deutschen　Art　des　Kapitalerhaltungsgedenkens　und　der　Auffassung　von　der‘‘Scheinge・
winllsbeseitigung，　welche　mit　der　verbreitung　von　Deutschin且ation　in　den　zwanziger　Jahre　des　20
Jahrehunderts　sich　geltend　machte，　sind　es　zwei　Type．　Eine　Seite　ist　ein　Erhaltung　eines　geldzi・
ffermassig　bestimmten　Ursprungskapital　in　Einheiten　gleicher　Kaufkraft：Reale　Kapitalerhaltung・
Die　andere　Seite　ist　die　Erhaltung　der　ursprtinglichen，　mengenmassige　bestimmten　Produktions－
kapazit益t：Substanzerhaltung．
　　In　dieser　kleinen　Essay　handele　ich　von　Substanzerhaltungsgedenken　vom　Standpunkt　des
Entsprechens　in　Rechnungswesen　zur　Preisschwankungen　und　mache　dentlich　Uber　das　Merkmal
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der　deutschen　Art　des　Substanzkapitalerhaltungsgedenkens，　besonders且ber　das　Merkmal　der
dem　Substanzkapitalerhaltungsgedenken　zu　Grund　ligenden　Unternehnungsauffassung，　des　auf
der　Unternehmungsauffassung　beruhenden　Sachkapitalbegrifts，　und　die　Handhabullg．des‘‘Konjun－
kturgewinns’レ
　　　Bφdiesem　Umstauden　bezieht　es　sich　auf　F．　Schmidt．　und　K．　Hax．　Der　erste　ist　der
Vertreter　des　Substanzerhaltuugsgedenkens　unter　Deutschinflation　in　zwanziger　Jahre　des　20
Jahreshunderts　und（ler　letztere　ist　eill　Ausgangspunkt　fur　die　verschiedenen　Substanzerhaltungs・
gedenkensformen，　welche　unter　Deutschinflation　in　der　Gegeロwart　sich　entwickelt　haben．　NatUr・
1三ch　dUrfen　wir　die　historische　und　wirtschaftliche　Bedingungen　nicht　Ubersehen，　unter　welche　die
Substanzerhaltungsgedenken　von　F．　Schmidt　und　K．　Hax　sich　bildet　haben．　Aber　welln　wir　die
zwei　Theorie　als　das　Entsprechen　ill　Rechuungswesen　z且r　Preisschwankungen　angesehen，　k6nnen
wir　irgend　ein　allgemeine　Merkmal　aus　der　Theorie　herauszi．ehen．
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